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第１章 計画変更の趣旨 
 

第１節 計画変更の背景                                      

 

本市では、平成 27 年度から平成 29 年度までの３ヶ年を期間とする「第６期鳥取市介護保険事

業計画・高齢者福祉計画」を平成 27 年３月に策定し、介護サービス基盤の整備に鋭意努めてい

るところです。併せて、介護保険料への影響に配慮しながら、介護保険事業の安定的な運営を進

めているところです。 

 

(1)   認知症高齢者グループホーム 

現在の計画で認知症高齢者グループホームの整備については、同サービス利用の待機者

の早期解消と未整備地域の格差是正を目的に、Ｂ圏域（南中学校区）、Ｄ圏域（湖南中学校

区）、Ｅ圏域（旧用瀬中学校区）、Ｆ圏域（気高・鹿野・青谷中学校区のいずれかの校区）

にそれぞれ１ユニット（定員９人）ずつ、計 4 施設（定員９人×４ユニット＝36 人）を整

備するよう計画しました。 

開設事業者は公募により選考することとし、意欲ある事業者を広く募り、現時点でＦ圏

域の気高中学校区で既存事業所の増床（２ユニット化）により１施設がサービスを提供し

ています。また、Ｂ圏域（南中学校区）、Ｅ圏域（旧用瀬中学校区）では、それぞれ選定し

た指定予定事業者が今後開設を予定しています。一方で、Ｄ圏域（湖南中学校区）はこれ

まで２回にわたって公募を行いましたが、いずれも応募者がなく、現状のままでは本市全

体で目標としている整備量の確保が困難な状況となっています。 

計画では待機者の解消も一つの目的としているところであり、計画期間中の待機者の確

実な解消を図るために、Ｄ圏域（湖南中学校区）における整備を見直し、整備地域に、同

地域と同様に優先的な整備が求められる未整備地域のＡ圏域（北中学校区）を加え、Ａ圏

域（北中学校区）、Ｄ圏域（湖南中学校区）のいずれかに１ユニット（定員９人）を整備す

る内容に計画を変更するものです。 

 

(2)   介護付き有料老人ホーム（地域密着型特定施設入居者生活介護） 

現在の計画で介護付き有料老人ホーム（地域密着型特定施設入居者生活介護）の整備に

ついては、高齢者ができる限り住み慣れた自宅や地域で暮らすことができるよう、自宅で

の生活継続が困難となった場合に、必要に応じて介護付きの高齢者居住施設への住み替え

を可能とすることを目的に、Ａ圏域、Ｂ圏域（東・南・国府中学校区のいずれかに限る）、

Ｃ圏域それぞれに１施設（定員 29 人以下×３）を整備するよう計画しました。 

開設事業者は公募により選考することとし、意欲ある事業者を広く募り、現時点でＡ圏

域の中ノ郷中学校区とＣ圏域の高草中学校区でそれぞれ１施設が開設し、サービスを提供

しています。一方で、Ｂ圏域（東・南・国府中学校区のいずれかに限る）はこれまで２回

にわたって公募を行いましたが、事業者の選定はなく、現状のままでは本市全体で目標と

している整備量の確保が困難な状況となっています。 

第６期計画の趣旨を損なわず、整備目標量の円滑な確保を図るために、Ｂ圏域（東・南・

国府中学校区のいずれかに限る）における整備を見直し、整備地域に、同地域に次いで優

先的な整備が求められる介護付き有料老人ホームが未設置の日常生活圏域を加え、Ｂ圏域

（東・南・国府中学校区のいずれかに限る）、Ｅ圏域、Ｆ圏域のいずれかに１施設（定員 29
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人以下）を整備する内容に計画を変更するものです。 

 

第２節 計画変更の方針 

 

(1)   認知症高齢者グループホーム 

日常生活圏域ごとの在宅の認知症高齢者（認知症高齢者グループホームの利用の中心と

考えられる日常生活自立度Ⅱa～Ⅲb）が、その居住する圏域に所在する認知症高齢者グル

ープホームへの入居のしやすさ（※以下の指標で判定）に着目し、入居のしやすさ指標の

数値が本市全域の平均値より低い圏域の中の未整備の中学校区を優先的に整備します。 

具体的には、Ａ圏域（北中学校区）、Ｄ圏域（湖南中学校区）のいずれかに１ユニット（定

員９人）整備することとし、本市の第６期介護保険事業計画・高齢者福祉計画の内容を変

更して位置付けることとしました。 

 

※【入居のしやすさの判定指標】 

認知症高齢者グループホームの定員 ･･･ （Ａ） 

在宅の認知症高齢者［日常生活自立度Ⅱa～Ⅲb］ ･･･ （Ｂ） 

（Ａ）÷（Ｂ）×100 ＝ 判定指標（認知症高齢者［日常生活自立度Ⅱ～Ⅲ］100 人当た

りのグループホーム利用定員） 

 

(2)   介護付き有料老人ホーム（地域密着型特定施設入居者生活介護） 

特定施設入居者生活介護又は地域密着型特定施設入居者生活介護の指定を受けた「有料

老人ホーム又はサービス付き高齢者向け住宅」が未設置の日常生活圏域（高齢者人口が多

い圏域はその圏域内の小ブロック）への整備を推進する目的から、Ｂ圏域（東・南・国府

中学校区のいずれかに限る）、Ｅ圏域、Ｆ圏域のいずれかに１施設（定員 29 人以下）を整

備することとし、本市の第６期介護保険事業計画・高齢者福祉計画の内容を変更して位置

付けることとしました。 

 

 

第３節 計画期間 

  

計画期間は、現行計画と同じく平成 29 年度までとします。 
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第２章 計画変更の内容 
 

第１節 計画変更の内容 

 

計画変更の内容は次の（１）から（４）のとおりとし、それ以外のものは従前計画のとおりと

します。 

 

 

(1)   第３章「計画期間中の取組」第１節「地域包括ケアシステム構築のための重点取組事項」

「２地域包括ケアシステム構築のための重点取組事項」の［（４）高齢者の生活を支える住

まいとサービスの確保 第６期計画で実施する主要施策 ２施設・居住系サービスの確保 

（１）介護保険サービスの確保 【認知症高齢者グループホーム】］（本編 36～37 ページ）

を次のとおり変更します。 

 

※変更箇所 ･･･ 下線     

 

【変更前】 

【認知症高齢者グループホーム】 

   本市が平成 26 年度に実施した介護サービス事業所調査から、本市所在の認知症高齢者グル

ープホームの利用者の中心的な状態像は、「認知症高齢者の日常生活自立度Ⅱa～Ⅲb」かつ「要

介護１～４」であることが明らかとなりました。 

また本市が平成 26 年度に実施した認知症高齢者グループホーム待機者調査では、本市の待

機者は 63 人で、このうち特に緊急を要する自宅待機者は 41 人であることが分かりました。 

この自宅待機者のうち、本市における利用者の中心的な状態像に該当する待機者 30 人を中

心にその解消を図るため、４施設（定員９人×４ユニット＝36 人）を整備します。 

整備の方法については、日常生活圏域ごとの在宅の認知症高齢者（認知症高齢者グループホ

ームの利用の中心と考えられる日常生活自立度Ⅱa～Ⅲb）が、その居住する圏域に所在する認

知症高齢者グループホームへの入居のしやすさ（※以下の指標で判定）に着目し、入居のしや

すさ指標の数値の低い日常生活圏域を中心に整備し、さらにその中で未整備の中学校区がある

場合は、未整備地域を優先的に整備します。 

具体的には、Ｂ圏域（南中学校区）、Ｄ圏域（湖南中学校区）、Ｅ圏域（※旧用瀬中学校区）、

Ｆ圏域（気高・鹿野・青谷中学校区のいずれかの校区）にそれぞれ１ユニット（定員９人）を

整備することとし、さらに防災上の観点から、夜間における勤務職員を一定数確保するため、

対応可能な事業者については、既存事業所の増床（２ユニット化=定員数 18 人）、又は小規模

多機能型居宅介護（サテライト型含む）若しくは複合型サービスとの併設による整備を推進し

ます。 

 

※【入居のしやすさの判定指標】 

認知症高齢者グループホームの定員 ･･･ （Ａ） 

在宅の認知症高齢者［日常生活自立度Ⅱa～Ⅲb］ ･･･ （Ｂ） 

（Ａ）÷（Ｂ）×100 ＝ 判定指標（認知症高齢者［日常生活自立度Ⅱ～Ⅲ］100 人当たりのグループホー

ム利用定員） 
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※【用瀬中学校区】 

用瀬中学校と佐治中学校は統合により平成 25 年 4月に「千代南中学校」となりましたが、介護保険事 

業計画においては、今後とも旧中学校区により計画の進行管理を行うものとします。 

 

【変更後】 

【認知症高齢者グループホーム】 

   本市が平成 26 年度に実施した介護サービス事業所調査から、本市所在の認知症高齢者グル

ープホームの利用者の中心的な状態像は、「認知症高齢者の日常生活自立度Ⅱa～Ⅲb」かつ「要

介護１～４」であることが明らかとなりました。 

また本市が平成 26 年度に実施した認知症高齢者グループホーム待機者調査では、本市の待

機者は 63 人で、このうち特に緊急を要する自宅待機者は 41 人であることが分かりました。 

この自宅待機者のうち、本市における利用者の中心的な状態像に該当する待機者 30 人を中

心にその解消を図るため、４施設（定員９人×４ユニット＝36 人）を整備します。 

整備の方法については、日常生活圏域ごとの在宅の認知症高齢者（認知症高齢者グループホ

ームの利用の中心と考えられる日常生活自立度Ⅱa～Ⅲb）が、その居住する圏域に所在する認

知症高齢者グループホームへの入居のしやすさ（※以下の指標で判定）に着目し、入居のしや

すさ指標の数値の低い日常生活圏域を中心に整備し、さらにその中で未整備の中学校区がある

場合は、未整備地域を優先的に整備します。 

具体的には、Ｂ圏域（南中学校区）、Ｅ圏域（※旧用瀬中学校区）、Ｆ圏域（気高・鹿野・青

谷中学校区のいずれかの校区）にそれぞれ１ユニット（定員９人）を整備するとともに、Ａ圏

域（北中学校区）、Ｄ圏域（湖南中学校区）のいずれかに１ユニット（定員９人）を整備する

こととし、さらに防災上の観点から、夜間における勤務職員を一定数確保するため、対応可能

な事業者については、既存事業所の増床（２ユニット化=定員数 18 人）、又は小規模多機能型

居宅介護（サテライト型含む）若しくは複合型サービスとの併設による整備を推進します。 

 

※【入居のしやすさの判定指標】 

認知症高齢者グループホームの定員 ･･･ （Ａ） 

在宅の認知症高齢者［日常生活自立度Ⅱa～Ⅲb］ ･･･ （Ｂ） 

（Ａ）÷（Ｂ）×100 ＝ 判定指標（認知症高齢者［日常生活自立度Ⅱ～Ⅲ］100 人当たりのグループホー

ム利用定員） 

※【用瀬中学校区】 

用瀬中学校と佐治中学校は統合により平成 25 年 4月に「千代南中学校」となりましたが、介護保険事 

業計画においては、今後とも旧中学校区により計画の進行管理を行うものとします。 

 

 

 

(2)     第３章「計画期間中の取組」第１節「地域包括ケアシステム構築のための重点取組事項」

「２地域包括ケアシステム構築のための重点取組事項」の［（４）高齢者の生活を支える住

まいとサービスの確保 第６期計画で実施する主要施策 ２施設・居住系サービスの確保 

（１）介護保険サービスの確保 【介護付き有料老人ホーム（地域密着型特定施設入居者

生活介護）】］（本編 37 ページ）を次のとおり変更します。 
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※変更箇所 ･･･ 下線     

【変更前】 

【介護付き有料老人ホーム（地域密着型特定施設入居者生活介護）】 

本市において、有料老人ホームは要支援１から要介護５まで幅広く利用されていることが、

本市が平成 26 年度に実施した高齢者居住施設調査（平成 26 年３月 31 日現在）の結果から明

らかとなりました。 

また、本市の要介護１から要介護５の要介護認定者に占める特定施設入所者生活介護の利用

者割合（平成 26 年４月 30 日現在）は 2.7％と、県内市町村（平均 3.0％）及び中国地方の県

庁所在市（平均 4.8％）と比較して低いことが分かりました。 

さらに、本市が平成 25 年度に実施した高齢者実態調査（日常生活圏域ニーズ調査）の結果

から、今後住み替える予定、意向があると回答した者のうち、「今暮らしている地域内」との

回答が最も多くなっています。 

住み慣れた自宅での生活を基本としながら、自宅での生活継続が困難となった場合に、必要

に応じて日常生活圏域内の介護付きの高齢者居住施設への住み替えを可能とするため、日常生

活圏域ごとに１以上の特定施設入所者生活介護又は地域密着型特定施設入所者生活介護の指

定を受けた「有料老人ホーム又はサービス付き高齢者向け住宅」（以下「介護付き高齢者施設」）

の設置を推進します。 

第６期計画においては、介護付き高齢者施設が未設置の日常生活圏域（高齢者人口の多い圏

域はその圏域内の小ブロック）のうち、Ａ圏域、Ｂ圏域（東・南・国府中学校区のいずれかに

限る）、Ｃ圏域それぞれに１施設（定員 29 人以下×３施設）を整備することとします。 

整備の方法については、近年、通所介護事業所等を併設した小規模な住宅型有料老人ホーム

の設置が活発となっていますが、これらの施設の中には入居者の重度化が進行した施設が見受

けられます。介護保険料とのバランスにも配慮しながら、入居者に対する介護の質の向上を図

るため、施設・居住系サービスの運営能力を有し、指定基準を満たすことが可能な住宅型有料

老人ホームを公募で選考し、介護付き有料老人ホーム（定員 29 人以下の介護専用型）への転

換を推進することとします。 

 

※整備する圏域は、期間中に認知症高齢者グループホーム（以下「GH」という。）の整備を行わない圏域を

基本としながら、Ｂ圏域に限っては GH を整備するものの、在宅の要介護認定者及び認知症高齢者数が多

い状況を考慮して選定しました。 

 

【変更後】 

【介護付き有料老人ホーム（地域密着型特定施設入居者生活介護）】 

本市において、有料老人ホームは要支援１から要介護５まで幅広く利用されていることが、

本市が平成 26 年度に実施した高齢者居住施設調査（平成 26 年３月 31 日現在）の結果から明

らかとなりました。 

また、本市の要介護１から要介護５の要介護認定者に占める特定施設入所者生活介護の利用

者割合（平成 26 年４月 30 日現在）は 2.7％と、県内市町村（平均 3.0％）及び中国地方の県

庁所在市（平均 4.8％）と比較して低いことが分かりました。 

さらに、本市が平成 25 年度に実施した高齢者実態調査（日常生活圏域ニーズ調査）の結果

から、今後住み替える予定、意向があると回答した者のうち、「今暮らしている地域内」との

回答が最も多くなっています。 

住み慣れた自宅での生活を基本としながら、自宅での生活継続が困難となった場合に、必要
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に応じて日常生活圏域内の介護付きの高齢者居住施設への住み替えを可能とするため、日常生

活圏域ごとに１以上の特定施設入所者生活介護又は地域密着型特定施設入所者生活介護の指

定を受けた「有料老人ホーム又はサービス付き高齢者向け住宅」（以下「介護付き高齢者施設」）

の設置を推進します。 

第６期計画においては、介護付き高齢者施設が未設置の日常生活圏域（高齢者人口の多い圏

域はその圏域内の小ブロック）のうち、Ａ圏域、Ｃ圏域それぞれに１施設（定員 29 人以下×

２施設）を整備するとともに、Ｂ圏域（東・南・国府中学校区のいずれかに限る）、Ｅ圏域、

Ｆ圏域のいずれかに１施設（定員 29 人以下）を整備することとします。 

整備の方法については、近年、通所介護事業所等を併設した小規模な住宅型有料老人ホーム

の設置が活発となっていますが、これらの施設の中には入居者の重度化が進行した施設が見受

けられます。介護保険料とのバランスにも配慮しながら、入居者に対する介護の質の向上を図

るため、施設・居住系サービスの運営能力を有し、指定基準を満たすことが可能な住宅型有料

老人ホームを公募で選考し、介護付き有料老人ホーム（定員 29 人以下の介護専用型）への転

換を推進することとします。 

 

 

 

(3)    第３章「計画期間中の取組」第２節「各年度の介護給付等対象サービスの種類ごとの量

の見込み」「２日常生活圏域ごとの地域密着型サービスの見込量及び必要利用定員総数」の

［（２）日常生活圏域ごとの地域密着型サービスの必要利用定員総数 ①認知症対応型共同

生活介護］（本編 51 ページ）を次のとおり変更します。 

 

※変更箇所 ･･･ 下線     

【変更前】 

① 認知症対応型共同生活介護 

圏  域 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 第６期の新規整備量 

Ａ 
中ノ郷・北・西

・福部中学校区
54 54 54 54  

Ｂ 
東・南・桜ヶ丘

・国府中学校区
72 81 81 81 

南中学校区に１ユニット 

（定員９人） 

Ｃ 
江山・高草中学

校区 
27 27 27 27  

Ｄ 
湖東・湖南中学

校区 
18 27 27 27 

湖南中学校区に１ユニット

（定員９人） 

Ｅ 
河原・用瀬・佐
治中学校区 18 27 27 27 

用瀬中学校区に１ユニット

（定員９人） 

Ｆ 
気高・鹿野・青

谷中学校区 
27 36 36 36 

Ｆ圏域に１ユニット 

（定員９人） 

計 216 252 252 252  
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【変更後】 

① 認知症対応型共同生活介護 

圏  域 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 第６期の新規整備量 

Ａ 
中ノ郷・北・西

・福部中学校区
54 54 54 

81 

Ａ圏域（北中学校区）、Ｄ圏

域（湖南中学校区）のいず

れかに１ユニット（定員９

人） 
Ｄ 

湖東・湖南中学

校区 
18 18 18 

Ｂ 
東・南・桜ヶ丘

・国府中学校区
72 72 72 81 

南中学校区に１ユニット 

（定員９人） 

Ｃ 
江山・高草中学

校区 
27 27 27 27  

Ｅ 
河原・用瀬・佐
治中学校区 18 18 27 27 

用瀬中学校区に１ユニット

（定員９人） 

Ｆ 
気高・鹿野・青

谷中学校区 
27 36 36 36 

Ｆ圏域に１ユニット 

（定員９人） 

計 216 225 234 252  

 

 

 

(4)    第３章「計画期間中の取組」第２節「各年度の介護給付等対象サービスの種類ごとの量

の見込み」「２日常生活圏域ごとの地域密着型サービスの見込量及び必要利用定員総数」の

［（２）日常生活圏域ごとの地域密着型サービスの必要利用定員総数 ②地域密着型特定施

設入居者生活介護］（本編 52 ページ）を次のとおり変更します。 

 

※変更箇所 ･･･ 下線     

【変更前】 

② 地域密着型特定施設入居者生活介護 

圏  域 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 第６期の新規整備量 

Ａ 
中ノ郷・北・西

・福部中学校区
 29 29 29 

Ａ圏域に１施設 

（定員９人） 

Ｂ 
東・南・桜ヶ丘

・国府中学校区
 29 29 29 

東・南・国府中学校区のいず
れかに１施設（定員 29 人） 

Ｃ 
江山・高草中学

校区 
 29 29 29 

Ｃ圏域に１施設 

（定員 29 人） 

Ｄ 
湖東・湖南中学

校区 
     

Ｅ 
河原・用瀬・佐
治中学校区      

Ｆ 
気高・鹿野・青

谷中学校区 
     

計 0 87 87 87  
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【変更後】 

② 地域密着型特定施設入居者生活介護 

圏  域 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 第６期の新規整備量 

Ａ 
中ノ郷・北・西

・福部中学校区
  29 29 

Ａ圏域に１施設 

（定員 29 人） 

Ｂ 
東・南・桜ヶ丘

・国府中学校区
   

29 

Ｂ圏域（東・南・国府中学校
区のいずれかに限る）、Ｅ圏
域、Ｆ圏域のいずれかに１施
設（定員 29 人） 

Ｅ 
河原・用瀬・佐
治中学校区    

Ｆ 
気高・鹿野・青

谷中学校区 
   

Ｃ 
江山・高草中学

校区 
  29 29 

Ｃ圏域に１施設 

（定員 29 人） 

Ｄ 
湖東・湖南中学

校区 
     

計 0 0 58 87  

 


